
公告 

次のとおり公募型見積合わせを実施します。 

令和５年２月 13日 

地方独立行政法人長野県立病院機構       

長野県立信州医療センター院長 寺 田  克  

 

１ 公募型見積合わせに付する事項 

(1) 件名 

自動販売機設置の用に供するための病院財産の賃貸借 

(2) 貸付物件の概要 

募集要領及び仕様書によります。 

(3) 貸付期間 

令和５年４月１日から令和８年３月 31日まで 

(4) 公募型見積合わせ実施方法 

価格の総額について行います。なお、契約者の決定に当たっては、見積書に記載された金

額に当該金額の 100分の 10に相当する額を加算した金額（当該加算した金額に１円未満の端

数があるときは、その端数金額を切り捨てた額）をもって貸付料としますので、見積者は、

消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の 110

分の 100に相当する金額を見積書に記載してください。 

 

２ 公募型見積合わせに参加する者に必要な資格 

次のいずれにも該当する者であることとします。 

(1) 地方独立行政法人長野県立病院機構契約事務規程（以下「契約事務規程」という。）第４条

第１項に定める当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない

者でないこと。 

(2) 契約事務規程第４条第３項及び第４項各号の規定により競争入札に参加させないとされた

者でないこと。 

(3) 契約の履行に当たり、(2)に掲げる者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人とし

て使用する者でないこと。 

(4) 長野県会計局長から物品購入等入札参加資格者に係る入札参加停止措置要領（平成 23年３

月 25日付け 22管第 285号）に基づく入札参加停止を受けている期間中の者でないこと。 

(5) 長野県暴力団排除条例（平成 23年長野県条例第 21号）第２条第２号に規定する暴力団員

又は同条例第６条第１項に規定する暴力団関係者でないこと。 

(6) 公共の安全若しくは公共の福祉を脅かすおそれのある団体又は公共の安全若しくは公共の

福祉を脅かすおそれのある団体に属する者でないこと。 

(7) 長野県内において、法人にあっては本店、支店又は営業所等のサービス拠点を有し、個人

にあっては事業を営んでいること。 

(8) 過去３年間に、自動販売機の設置業務において自ら管理、運営する２年以上の実績を有し

ていること。 



(9) 法令等の規定により許認可を要する場合は、許認可等を有していること。 

 

３ 募集要領及び仕様書の交付場所、契約条項等を示す場所並びに問い合わせ先 

須坂市大字須坂 1332 

長野県立信州医療センター 事務部経営企画課 

電話 026（246）5511 

 

４ 公募型見積合わせ手続等 

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

(2) 公募型見積合わせの日時及び場所 

ア 日時 令和５年３月３日（金） 午前 10時 

イ 場所 長野県立信州医療センター 北棟１階応接室 

(3) 見積書の受領期限及び提出場所 

ア 受領期限 令和５年３月３日（金） 午前９時 

イ 提出場所 上記３の場所に同じ 

(4) 公募型見積合わせに要求される事項 

この公募型見積合わせに参加を希望する者は、募集要領に定める書類を、令和５年２月 24

日（金）午後５時までに上記３の場所に提出してください。この場合において、公募型見積

合わせの前日までの間において必要な書類の内容に関する照会があったときは、公募型見積

合わせに参加を希望する者の負担において、説明してください。 

(5) 契約保証金 

地方独立行政法人長野県立病院機構会計規程第 45条第１項に規定する契約保証金を、別に

定める期限までに納付してください。ただし、契約事務規程第７条第２項各号に掲げる担保

を提供した場合又は契約事務規程第 31 条各号に該当する場合は、納付する必要はありませ

ん。 

(6) 見積書の無効 

次に該当する見積書は、無効とします。 

ア 応募資格のない者の提出した見積書 

イ 同一人が提出した２通以上の見積書全部 

ウ 別の応募者に維持管理者と指定された者が応募申込を行った場合で、双方が提出した

見積書 

エ 見積参加者が協定して提出した見積書 

オ 金額その他記載事項が明らかでない見積書 

カ 金額を訂正し、訂正印のない見積書 

キ 誤字、脱字等により意思表示が明確でない見積書 

ク 募集要領に定める指定期間内に、募集要領に定める書類を提出せず出された見積書 

ケ 上記に掲げるもののほか、募集要領に違反して提出した見積書 

(7) 契約書作成の要否 



必要とします。 

(8) 契約者の決定方法 

有効な見積書を提出した者の中で、最高の価格をもって申込みをした者を契約者として決

定します。（物件番号１～３については、同一業者による複数台設置を制限するため、一抜け

方式を採用します。） 

 

５ その他 

詳細は、募集要領及び仕様書によります。 


